
書式第１２号(法第２８条関係）

   特定非営利活動法人　　日本水フォーラム  

１　事業実施の成果

２　事業の実施に関する事項

（１）特定非営利活動に係る事業

定款に記載された
事業名

事　業　内　容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

事業費
（千円）

政策提言
世界水フォーラムへの参画及び

アジア・太平洋水フォーラムの運

営等を通じた国内外の水問題に

関する政策提言及びそのフォロー

アップ、調査研究、並びに連携促

進事業

アジア・太平洋水フォーラム（第4回ア
ジア・太平洋水サミットのフォローアッ
プ含む）、第11回世界水フォーラムの
準備活動等を通じた、水・衛生、水関連
災害等の国内外の水問題に関する政
策提言及びフォローアップ、特定課題・
地域に関する調査研究、関係機関との
連携促進

R7.4
～

R8.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

36,577

日本の叡智の世界への発信
日本の技術・経験等に関する情

報発信事業、並びに諸外国との

技術交流・経験共有に係る事業

第11回世界水フォーラムの準備活動
やNoWNETの活動、オンラインセミ
ナー開催等を通じた、日本の水に関す

る多様な叡智と技術（特に水・衛生、防
災分野）の特定・発信、諸外国との技
術交流・知識経験共有

R7.4

～
R8.3

東京
及び

世界
各地

18人

世界の
不特定

多数の
市民

36,780

草の根活動の支援
水関連課題を抱える発展途上国

及び国内外地域に対する支援

JWFファンド、会員企業・団体との連
携、ダルビッシュ有水基金、京都世界
水大賞等の事業の効率的な実施によ
る発展途上国の水問題解決に向けた
草の根レベルでの支援

R7.4
～

R8.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

7,888

人材育成・啓発
国内外の水問題の解決促進に向

けた人材育成、関心喚起及び普

及啓発事業

ユース活動の推進・支援、水問題への
関心喚起や能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップ等の開催､水の日・

水の週間、打ち水大作戦本部の支援
等

R7.4
～

R8.3

東京
及び
世界

各地

18人

世界の
不特定
多数の

市民

20,286

国内外の水問題に関する
調査研究
上記事業を実施するための調

査・研究事業

政策提言、情報発信、草の根活動、人
材の育成及び啓発活動を実施するた
めの調査・研究

R7.4
～

R8.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

23,713

令和7年度　事業報告書

世界の水問題解決と持続可能な発展に貢献するため、国内外の多岐にわたる関係者との連携を継続・発展させ、政策提

言、日本の叡智の世界への発信、草の根活動の支援、人材育成・啓発及びそれらに関わる調査研究等様々な活動を展開し
た。
特に、国連水会議（2026年12月、アラブ首長国連邦）、第11回世界水フォーラム（2027年3月、サウジアラビア）への参

加に向けた協議・調整を行うと共に、引き続き第4回アジア・太平洋水サミットの成果の具現化・発展を図るための議論や提
言、事例共有を促進した。さらに、ユース活動の展開の推進・支援を行った。
引き続き、オンラインも活用し、日本の技術・経験等の発信及びその準備に取り組むほか、草の根活動の支援事業を着実

に実施し、成果等を発信した。

（事業費の総費用【　125,244　】千円）
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書式第１３号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 経常収益

 １ 受取会費 20,740,000

受取会費 20,740,000

 ２ 受取寄付金 4,119,508

受取寄付金 4,119,508

 ３ 受取助成金 1,600,000

受取助成金 1,600,000

 ４ 事業収益 65,911,053

政策提言事業 20,523,250

日本の叡智の世界への発信事業 21,013,659

人材育成・啓発事業 10,382,694

国内外の水問題に関する調査研究事業 13,991,450

 ５ その他収益 725,193

受取利息等 725,193

経常収益計 93,095,754

　Ⅱ 経常費用

１ 事業費

（１）人件費 63,546,998

給与手当 55,349,818

法定福利費等 7,631,276

福利厚生費 231,680

中小企業退職金共済 334,224

（２）その他経費 61,697,147

外注費 12,788,828

通信運搬費 809,422

広告宣伝費 2,197,586

交際費 39,085

会議費 3,032,479

旅費交通費 12,981,985

消耗品費 390,979

水道光熱費 572,956

新聞図書費 69,607

諸会費 336,253

支払手数料 441,600

賃借料 1,383,607

保険料 112,698

印刷製本費 709,810

登録料 2,863,506

保守料 762,137

活動支援費 2,485,606

減価償却費 860,591

地代家賃 8,411,750

租税公課 3,318,394

諸謝金 6,133,874

雑費 530,909

雑損失 463,485

事業費計 125,244,145

令和7年度　活動計算書
令和7年4月1日 から 令和8年3月31日まで

科　　　　目
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書式第１３号（法第２８条関係）

金 額 小 計 ・ 合 計

 ２ 管理費

（１）人件費 4,900,868

給与手当 4,268,685

法定福利費等 588,539

福利厚生費 17,868

中小企業退職金共済 25,776

（２）その他経費 4,158,784

通信運搬費 274,825

交際費 453

会議費 173,246

旅費交通費 143,303

消耗品費 24,385

水道光熱費 44,188

新聞図書費 4,726

諸会費 11,043

支払手数料 145,657

賃借料 82,068

保険料 3,282

印刷製本費 582,357

保守料 286,928

減価償却費 66,371

地代家賃 648,730

租税公課 253,106

諸謝金 1,374,336

雑費 39,780

　　管理費計 9,059,652

　　　経常費用計 134,303,797

　　　当期経常増減額 ▲ 41,208,043

　Ⅲ 経常外収益

　　　経常外収益計 0

　Ⅳ 経常外費用

　　　経常外費用計 0

　当期経常外増減額 0

　税引前当期正味財産増減額 ▲ 41,208,043

法人税、住民税及び事業税等 124,654

前期繰越正味財産額 239,665,286

　次期繰越正味財産額 198,332,589

科　　　　目
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様式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

１　重要な会計方針

計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日 2017年12月12日最終改正 ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

　　(1)　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法によっています。

　　(2) 消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２　事業別損益の状況

　　事業別損益の状況は以下のとおりです。 （単位:円）

 政策提言
日本の叡智の

世界への発信

 草の根活動の

支援

 人材育成・

啓発
 国内外の水問題に

関する調査研究

Ⅰ経常収益 40.00% 27.25% 1.30% 4.65% 26.80%

 受取会費 20,740,000 20,740,000

 受取寄付金 3,722,254 3,722,254 397,254 4,119,508

 受取助成金 1,600,000 1,600,000 1,600,000

 事業収益 20,523,250 21,013,659 10,382,694 13,991,450 65,911,053 65,911,053

 その他収益 41,746 28,346 6,597 24,837 101,526 623,667 725,193

経常収益計 20,564,996 21,042,005 3,728,851 11,982,694 14,016,287 71,334,833 21,760,921 93,095,754

Ⅱ経常費用 44.04% 29.38% 3.36% 4.78% 18.44%

（1）人件費

　　　 給与手当 16,853,791 16,551,642 2,615,704 7,248,356 12,080,325 55,349,818 4,268,685 59,618,503

　　　 法定福利費 2,323,692 2,282,034 360,636 999,357 1,665,557 7,631,276 588,539 8,219,815

　　　 福利厚生費 70,546 69,281 10,949 30,340 50,564 231,680 17,868 249,548

　　　 中退共掛金 101,770 99,945 15,795 43,768 72,946 334,224 25,776 360,000

　　人件費計 19,349,799 19,002,902 3,003,084 8,321,821 13,869,392 63,546,998 4,900,868 68,447,866

（2）その他経費

　　　 外注費 4,579,320 2,522,474 225,000 2,506,244 2,955,790 12,788,828 12,788,828

　　　 通信運搬費 253,441 240,542 59,684 91,166 164,589 809,422 274,825 1,084,247

　　　 広告宣伝費 513,829 4,433 1,679,324 2,197,586 2,197,586

　　　 交際費 21,291 9,630 1,340 1,340 5,484 39,085 453 39,538

　　　 会議費 1,498,095 563,169 81,802 706,539 182,874 3,032,479 173,246 3,205,725

　　　 旅費交通費 3,756,671 4,167,652 315,843 2,667,255 2,074,564 12,981,985 143,303 13,125,288

　　　 消耗品費 101,698 131,524 20,422 61,830 75,505 390,979 24,385 415,364

　　　 水道光熱費 186,211 186,211 42,972 42,972 114,590 572,956 44,188 617,144

　　　 新聞図書費 19,914 19,914 12,929 4,596 12,254 69,607 4,726 74,333

　　　 諸会費 93,033 93,033 21,469 71,469 57,249 336,253 11,043 347,296

　　　 支払手数料 87,861 81,789 143,146 81,159 47,645 441,600 145,657 587,257

　　　 賃借料 355,908 534,556 79,810 190,443 222,890 1,383,607 82,068 1,465,675

　　　 保険料 43,690 33,622 3,500 13,092 18,794 112,698 3,282 115,980

　　　 印刷製本費 181,559 181,559 35,207 159,813 151,672 709,810 582,357 1,292,167

　　　 登録料 214,967 1,341,497 1,268,795 38,247 2,863,506 2,863,506

　　　 保守料 268,181 237,830 54,884 54,884 146,358 762,137 286,928 1,049,065

　　　 活動支援費 2,485,606 2,485,606 2,485,606

　　　 減価償却費 279,692 279,692 64,544 64,544 172,119 860,591 66,371 926,962

　　　 地代家賃 2,733,819 2,733,819 630,881 630,881 1,682,350 8,411,750 648,730 9,060,480

　　　 租税公課 1,075,741 1,084,816 246,142 246,162 665,533 3,318,394 253,106 3,571,500

　　　 諸謝金 1,306,364 2,651,575 316,696 906,900 952,339 6,133,874 1,374,336 7,508,210

　　　 雑費 169,238 168,388 38,686 51,436 103,161 530,909 39,780 570,689

　　　 雑損失 21 463,464 463,485 463,485

　　  その他経費計 17,226,694 17,777,142 4,884,996 11,964,308 9,844,007 61,697,147 4,158,784 65,855,931

　経常費用計 36,576,493 36,780,044 7,888,080 20,286,129 23,713,399 125,244,145 9,059,652 134,303,797

　当期経常増減額 ▲ 16,011,497 ▲ 15,738,039 ▲ 4,159,229 ▲ 8,303,435 ▲ 9,697,112 ▲ 53,909,312 12,701,269 ▲ 41,208,043

３　使途が制約された寄付金等の内訳

　　使途が制約された寄付金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下のとおりです。

　　当法人の正味財産は198,332,589円ですが、その内9,682,078円は、下記のように使途が特定されています。使途が特定されていない寄付金は、

事業費共通の欄に記載しています。

　　したがって使途が制約されていない正味財産は、188,650,511円です。 （単位:円）

期首残高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期末残高 備考

【草の根の支援事業】

4℃アクアプログラム 524,540 2,268,000 957,812 1,834,728

ダルビッシュ有水基金 8,298,916 822,696 1,274,262 7,847,350

国際貢献基金 638,155 638,155

8,823,456 3,728,851 2,870,229 9,682,078

令和７年度　計算書類の注記

内 容

合 計

科　　　　　目 事業部門 管理部門 合計

事　　　業　　　費
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様式第１６号（法第２８条関係）

４　固定資産の増減内訳

　　固定資産の増減内訳は以下のとおりです。 （単位:円）

期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

【有形固定資産】

　　　付属設備 2,575,073 2,575,073 ▲ 232,155 2,342,918

　　　工具器具備品 820,548 820,548 ▲ 404,407 416,141

【無形固定資産】

　　　電話加入権 364,000 364,000 364,000

【投資その他の資産】

　　　敷金 3,168,000 3,168,000 3,168,000

　　　差入保証金 500,000 500,000 500,000

【繰延資産】

　　　権利金 121,000 580,800 701,800 ▲ 290,400 411,400

7,548,621 580,800 8,129,421 ▲ 926,962 7,202,459

５　その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状況及び正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
　　・　現物寄付の評価方法
　　　　　　現物寄付を受けた固定資産の評価方法は、購入価格によっています。
　　・　事業費と管理費の按分方法
　　　　　　各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は、従事割合に基づき按分しています。

科 目

合 計

- 7 -



書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 資産の部

 １ 流動資産

（１）現金預金 164,029,914

現金 623,905

普通預金 163,394,509

貯蔵品 11,500

（２）他流動資産 53,926,600

未収入金 49,152,185

前払費用 1,484,715

未収還付消費税等 3,284,300

未収還付法人税等 5,400

 流動資産合計 217,956,514

 ２ 固定資産

（１）有形固定資産 2,759,059

付属設備 2,342,918

工具器具備品 416,141

（２）無形固定資産 364,000

電話加入権 364,000

（３）投資その他の資産 3,668,000

敷金 3,168,000

差入保証金 500,000

（４）繰延資産 411,400

権利金 411,400

 固定資産合計 7,202,459

　資産合計 225,158,973

　Ⅱ 負債の部

 １ 流動負債

26,826,384

未払金 13,787,967

未払法人税等 70,000

預り金 375,067

仮受金 12,593,350

 流動負債合計 26,826,384

 ２ 固定負債

 固定負債合計 0

　負債合計 26,826,384

　Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産額 239,665,286

当期正味財産増減額 ▲ 41,332,697

　正味財産合計 198,332,589

　負債及び正味財産合計 225,158,973

令和7年度　貸借対照表
令和8年3月31日現在

科　　　　目
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書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

（単位：円）

金 額 小 計 合 計

　Ⅰ　資産の部

１ 流動資産

（１）現金預金 164,029,914

　　現金 623,905

現金（円貨）　　　　現金（円貨） 86,811

現金（外貨）　　　　現金（外貨） 537,094

　　普通預金 163,394,509

　　　　三菱UFJ銀行 1,806,942

　　　　三菱UFJ銀行 273,373

　　　　三菱UFJ銀行 33,725

　　　　三菱UFJ銀行 4,889,920

　　　　三菱UFJ銀行 24,605,960

　　　　三菱UFJ銀行 3,659,137

　　　　三菱UFJ銀行 5,597

　　　　三菱UFJ銀行 100,575,490

　　　　三菱UFJ銀行 2,941

　　　　三菱UFJ銀行 3,178,050

　　　　三井住友銀行 16,159,369

　　　　ゆうちょ銀行 1,157,165

　　　　ゆうちょ銀行 7,046,840

　　貯蔵品 11,500

　　　　UFJニコス 8,500

　　　　UCカード 3,000

（2）他流動資産 53,926,600

　　未収入金 49,152,185

　　　　政策提言事業 13,526,012

　　　　日本の叡智の世界への発信事業 18,340,300

　　　　人材育成・啓発事業 3,902,800

　　　　国内外の水問題に関する調査研究事業 13,383,073

　　前払費用 1,484,715

　　　　活動支援費等 1,484,715

　　未収還付消費税等 3,284,300

　　未収還付法人税等 5,400

 流動資産合計 217,956,514

２ 固定資産

（１）有形固定資産 2,759,059

　　付属設備 2,342,918

　　工具器具備品 416,141

　　　　パソコン等 416,141

（２）無形固定資産 364,000

　　電話加入権 364,000

（３）投資その他の資産 3,668,000

　　敷金 3,168,000

　　差入保証金 500,000

（４）繰延資産 411,400

　　権利金 411,400

　　　　事務所権利金 411,400

　固定資産合計 7,202,459

　資産合計 225,158,973

令和7年度　財産目録
令和8年3月31日現在

科　　　　目
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書式第１５号（法第２８条関係）

金 額 小 計 合 計科　　　　目

Ⅱ 負債の部

 １ 流動負債 26,826,384

未払金 13,787,967

令和8年3月度分給与 3,213,068

令和8年3月度分社会保険料 493,195

令和7年度事業に係る外注費等 9,255,962

令和7年3月度分事務所経費等 747,028

旅費交通費等精算金 78,714

未払法人税等 70,000

預り金 375,067

令和7年3月度分源泉徴収税 143,167

令和7年3月度分住民税 231,900

仮受金 12,593,350

設計共同体業務契約金額 12,593,350

 流動負債合計 26,826,384

 ２ 固定負債

 固定負債合計 0 0

　負債合計 26,826,384

 正味財産合計 198,332,589
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